


















































































分の をこえ、又は 分の を下るに至った場合においては、その上昇し、
又は低下した比率を基準として、その翌年度の 月以降の年金たる給付の額を
改定する措置を講じなければならない と明記している ）。具体的に説明する
と、対前年度比で、 （昭和 ）年度平均の消費者物価指数が ％を超えた場合、
厚生年金に関しては、 （昭和 ）年 月分の給付額から改定することを予定
している。船員保険についても、同様の対応となる。ただし、国民年金に関し









案の前提となるモデル ）では、 （昭和 ）年 月時点において、被保険者
期間 年を有し、再評価後の平均標準報酬月額を 円と見込んでいる。ま
た、その被保険者の直近 年、 年、 ヶ月の再評価後の平均標準報酬月額に



































































（出所）週刊社会保障編集部 年金のスライド時期が早まる可能も 週刊社会保障 社会















































場合の額を比較している。すると、第 案の 円に対して、第 案では
円に見積もられている。単純明快な一律方式と、基準年度による期間区
分方式とでは、 円程度の差が出ることになる。この差額に対して、同上論
















































































は、 （昭和 ）年 月分から改定の対象とされていたが、その支給に関して
は、さらに ヶ月後となる。したがって、 （昭和 ）年度の物価変動に対す














最終的に成立した改正法では、 （昭和 ）年度における特例措置 ）として、
厚生年金と船員保険とに関しては、従来の 月分から対象とする規定を 月分
物価スライド制導入後における厚生年金の制度展開について





















りの定額部分額は 円［ 円 ヶ月 ヶ月］になる。そして、


































の一部を改正する法律案 として、閣議決定に至った。その同日の （昭和 ）




































度に対して、 （昭和 ）年度の年度平均の全国消費者物価指数が ％上昇
していることから、今回の物価スライドの改定率は とされた。ここで、
第 回目の物価スライド改定による老齢年金のモデル的な標準年金を確認して























改正案要綱 ） では、支給対象の標準報酬月額の限度額を 円に引き上げ、
従来の 段階制を 段階（ 円 円、 円 円、
円 円）に簡素化している。また、それぞれの段階における支給割合を

































































民間主要企業（大企業） 中 小 企 業












ことにしよう。 （昭和 ）年から （昭和 ）年までの期間を通じて、それ
ぞれ 円、 円、 円、 円と上昇していく。 （昭和
）年 月末の平均標準報酬月額を基準値 に置き換えると、それぞれの指数











（出所）厚生省年金局・社会保険庁運営部編 厚生年金保険 年史 財団法人厚生年金事業振興団、













保険制度改正に関する意見 として、翌年の 月 日に厚生省へ建議する運び
に至った。
建議された意見書の趣旨に沿って、厚生省は改正の原案の作成に取りかかり、
関係省庁との折衝を繰り返すことにより、 月 日に 厚生年金保険制度の改
正案 （厚生省原案）をまとめた。この原案は、 厚生年金保険法改正案要綱









































ておこう。本図では、一般男性に限定して、 （昭和 ）年 月末現在の各等
級に占めるその人数を描いている。同年 月末現在において、全体の被保険者
数は 万 人であり、その内の一般男性数は 万 人の ％に達
していた。本図における特徴として、一般男性の被保険者数は、最高等級であ
る第 等級に圧倒的に集中している。標準報酬が 円以上の被保険者は、
標準報酬月額 円の第 等級に該当する。その第 等級に占める人数は
万 人に達し、一般男性全体の ％を占めるに至っている。前述の図




















従来の最低額 円から最高額 円までの 等級について、最低額













関しては、先の （昭和 ）年改正から、その単価を 円に引き上げている。
さらに、今回の改正では、その単価を 円に引き上げた。すると、被保険
物価スライド制導入後における厚生年金の制度展開について
者期間 年あるいは 年を超える場合には、従来の 倍の 円となる。










（出所）厚生省年金局・社会保険庁運営部編 厚生年金保険 年史 財団法人厚生年金事業
振興団、 年、 頁、高峯一世 年金制度の現状と課題 週刊社会保障 社会




























う ）。今回の改正では、 （昭和 ）年 月以降の期間における平均標準報酬
月額の見込み額を基準（再評価率 ）にして、 （昭和 ）年 月から （昭
和 ）年 月までの期間区分の平均標準報酬月額とを比較することにより、そ
の期間区分に対する再評価率 を求めている。同様に、 （昭和 ）年 月
から （昭和 ）年 月までの期間区分に対しては、再評価率 が求められ














た ）。結局、今回の改正を通じて、配偶者に関しては、従来の 倍の 円















この場合、彼の ヶ月当たりの定額部分は、 円［ 円 ヶ月






改正による 円と比較して、 ％の上昇がみられるが、 度の物価スライ












額における 段階の区分に関して、それぞれ 円 円、 円
円、 円 円に改められている。前回の改正と同様に、そ











































る ）。今回の改正による平準保険料率は、一般男性 ％、女性 ％、炭鉱

































会における審議経過 、 、厚生省年金局年金課・他編 全訂厚生年金保険
法解説 、 頁に依存している。




ド時期が早まる可能も 、 頁、小山路男 年金スライド制の意見と今後の
問題点 、 頁に依存している。
）厚生団 厚生年金保険制度回顧録 、 頁、小山路男 年金スライド制の意見
と今後の問題点 、 頁。




）週刊社会保障編集部 年金のスライド時期が早まる可能も 、 頁。
）厚生省年金局年金課・他編 全訂厚生年金保険法解説 、 頁、坂本龍
彦 年金制度の現状と課題 、 頁、平石長久 年金制度の自動的調整採用
について 、 頁。
）小山路男 年金スライド制の意見と今後の問題点 、 頁。また、同上論文に
おいて、 きわめてまれなケースなので、その辺に関しては目をつぶらざるを得
ない とも述べている。
）平石長久 年金制度の自動的調整採用について 、 頁。
）厚生団 厚生年金保険制度回顧録 、 頁。
）実施時期の繰り上げに関する特例措置については、たとえば、週刊社会保障編
集部 国年法改正案など 法案成立 、 頁を参照せよ。
）厚生団 厚生年金保険制度回顧録 、 頁。
）政令の内容に関する本節の記述については、週刊社会保障編集部 厚年、船保
及び国年のスライドに関する政令 を参照した。
）坂本龍彦 年金制度の現状と課題 、 頁。
）本節における記述は、厚生省年金局 国民年金法等改正法の関係審議会及び国
会における審議経過 、 、厚生省年金局年金課・他編 全訂厚生年金保険
法解説 、 頁、厚生省年金局・社会保険庁運営部編 厚生年金保険 年史 、
頁に依存している。




） 円という金額に関しては、黒住章 年金制度改正の問題点 、 頁、厚
生省年金局年金課・他編 全訂厚生年金保険法解説 、 頁、週刊社会保障編集




金制度の現状と課題 、 頁にみられる。なお、週刊社会保障編集部 厚年法等
一部改正案の経緯と考え方 、 頁には、 回の物価スライド改定を通じて、年
金額が ％上昇したと記述されていることから、 円に を乗じて、
円を加算すると、 円を得ることができる。
） 意見 にみられる在職老齢年金の内容に関する本節の記述については、厚生




年版） の各論第 編第 章第 節の （ 年度の国民年金法等の改正）を参照
した。

















）平石長久 年金制度改正の意見書について 、 頁。
）曽根田郁夫 厚年法改正と今後の問題点 、 頁。
）第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第
等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級
円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第
等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級
円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級
円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、
第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第
等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第 等級 円、第
等級 円、第 等級 円。
）曽根田郁夫 厚年法改正と今後の問題点 、 頁。
）小山路男 年金制度への期待と展望 、 頁。
）曽根田郁夫 厚年法改正と今後の問題点 、 頁。
）以下の記述に関しては、同上、および、週刊社会保障編集部 厚年法等一部改
正案の経緯と考え方 、 頁を参照した。
）厚生省年金局年金課・他編 全訂厚生年金保険法解説 、 頁。
）高峯一世 年金制度の現状と課題 、 頁を参照した。
）曽根田郁夫 厚年法改正と今後の問題点 、 頁。
）拙稿 高度経済成長末期における厚生年金の制度展開について─賦課方式への
傾斜─ 、 頁。




）黒住章 年金制度改正の問題点 、 頁。
） （昭和 ）年改正により、一般男性 ％、女性 ％、炭鉱労働者 ％の
保険料率となった。これらの被保険者別保険料に対して、翌年の 月からの免除
保険料率は、一般男性 ％、女性 ％、炭鉱労働者 ％に定められた。した
がって、今回の改正により、免除保険料率は、それぞれ ％ずつ引き上げられ
たことになる。
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